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• 総論：これまでの経緯と今後の見込み

• 各論：総合資源エネルギー調査会ガスシステム改
革小委員会における論点の紹介

• 結語
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総論
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出典:関西電力



法改正の概要を振り返る
（電気事業法・ガス事業法・経済産業省設置法）
改正概要 実現時期 法案成立時期

広域的運営推進機関の設
立（OCCTO）

平成27年4月1日 平成25年11月13日
（電気事業法）

電力小売全面自由化

ガス小売全面自由化

国家行政組織法８条機関

平成28年4月1日

平成29年4月1日

電力取引監視等委員会
（平成27年9月1日～平成28年3月31日）

↓
電力・ガス取引監視等委員会
（平成28年4月1日～）

平成26年6月11日
（電気事業法）
平成27年6月17日
（ガス事業法）
平成27年6月17日
（経済産業省設置
法）

送電部門の中立性の一層
の確保（法的分離）

ガス導管部門の中立性の
一層の確保（法的分離）

平成32年4月1日

平成34年4月1日

平成27年6月17日
（電気事業法）

平成27年6月17日
（ガス事業法）
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法施行期日の全体像
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出典:経済産業省



いわゆる「電力システム改革工程表」
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出典:経済産業省



ガスシステム改革
【第1回-第21回】
2013年11月に発足したガスシステム改革小委員会(総合資源
エネルギー調査会基本政策分科会傘下:山内弘隆委員長)が、
2015年1月に報告書を取りまとめ

２０１５（平成２７）．６．１７．ガス事業法整備完了

（国会）

【第22回-第33回（最終回）】
 2015年8月から、ガスシステム改革小委員会委員を組み替えて、新法の
下での詳細制度設計に着手。最終回は2016年6月。最終回を迎えて特段
の報告書は作成せず、審議の結果を受けて、ガスの適正取引ガイドライ
ンや小売営業ガイドラインは、電力・ガス取引監視等委員会で整備する
こととなった。
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電力の小売営業に関する指針（ガイドライン）

http://www.emsc.meti.go.jp/info/guideline/pdf/20160722.pdf

これまで小売営業ガイドラインが存在しなかった都市
ガスの分野であったが、電力・ガス取引監視等委員会
によって、今後速やかに整備される。なお、ガスの適
正取引ガイドラインの方は電力と同様に存在している
が、ガスシステム改革の結果、これも電力・ガス取引
監視等委員会によって、現在大きく改訂されようとし
ている。

平成２８年１月制定
平成２８年７月改訂
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広域的運営推進機関

小売事業者のスイッチングにも有益な組織である。
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小売事業

出典:東京電力
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ガス小売全面自由化における電力会社のマーケティング・ター
ゲット

ガス併用
住宅-省エ
ネ機器未
導入

ガス併用住宅-
省エネ機器導
入済み

オール電
化住宅
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選択肢は「オール電化」「セット提案」「スマー
ト電化・付加価値」のいずれか。

（注意）世帯比率を表現してい
るるものではない。

今回の主たるターゲット

出典：関西電力



電電力会社がガス小売り全面自由化に際して保安でとる対応例

項目 主旨 主な内容 コールセンターの業務

消費機器調査
[法定・自主]

ガス栓以降の接続具と消費機器
の調査

開栓時および1回/4年の現地調査
(顧客により1回/2年)

→開栓時はOG委託
定期は、LP等に委託

・調査日程の調整は委託先で行うも
のの、誤ってコールセンターにか
かってきた場合に対応（開栓時は別
途調整）

・苦情、問合せ

危険発生防止周知
[法定]

ガスの使用にあたっての
危険発生防止に関する周知
（一般周知・個別周知）

1回/2年の周知
(顧客により1回/1年)

従来ﾎﾟｽﾃｨﾝｸﾞ・郵送
→E-mail、Web活用へ

(現地調査時には手交)

・送付物やメール等に対する苦情、
問合せ

緊
急
対
応

ガス漏れ等の
緊急対応

緊急対応は導管事業者が一元的
に実施するも、顧客窓口として、
導管事業者・官公庁他と対応す
る

・OG緊急保安受付窓口等の周知
・機器等に関する情報をOGへ通知
・マイコンメータ作動時の復帰方法
等の措置
・問合せ・苦情窓口
・消防、警察等の機関との連携

・お客さまからかかる緊急電話につ
いてはOGへ転送

大規模災害 大規模災害時には、指揮命令系
統を一元化するため、OGの対策
本部に参画

・OG対策本部への参画
[震度５強以上およびOG要請時]
（開閉栓、電話対応)

・広報活動、需要家への注意喚起

マイコンメーターの復帰操作指示
その他復旧状況他、電話対応

その他 消費機器の不具合（リコール
他）に関する緊急対応

安全に関する機器不具合時の緊急的
な(リコール)通知等

都度対応

関西電力の場合。OGとは大阪ガスの意。保安業務は人命も含めた安全に係る業務であり、小売事業者として確
実かつ迅速な対応が求められる。（人命に直結する虞のあるガス事故の約５～７割が、消費段階で発生）

出典：関西電力
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出典:関西電力

関西電力による緊急保安の説明



開閉栓の実務 15

出典:経済産業省



消費機器調査 16

出典:経済産業省
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出典:経済産業省



電力・ガス取引監視等委員会の組織概要と役割

• 電力・ガス取引監視等委員会は、電力・ガス・熱供給の自由化
に当たり、市場の監視機能等を強化し、市場における健全な競
争を促すために設立された、経済産業大臣直属の組織である。
本委員会の委員長及び委員4名は、法律、経済、金融又は工学
の専門的な知識と経験を有し、その職務に関し、公正かつ中立
な判断をすることができる者のうちから、経済産業大臣により
任命される。

• 委員長及び委員は、独立してその職権を行うこととされている。
本委員会には、総務課、取引監視課及びネットワーク事業監視
課の３課からなる専属の事務局が置かれているほか、各地方の
経済産業局等においても取引監視室が設置されている。

• 委員会は、法律に基づき、事業者に対する報告徴収や立入検査、
業務改善勧告、あっせん・仲裁など委員会単独で行う権限と、
託送料金の認可や小売事業者の登録等に際して審査を行い、経
済産業大臣に対し意見を述べたり、取引ルールについて経済産
業大臣に建議する権限を行使して、電力・ガス・熱の適正取引
の監視や、電力・ガスのネットワーク部門の中立性確保のため
の行為規制等を実施する。
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